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研究ノート 
 
大学生の就職率調査の現状とその問題点 
Some Problems about the Statistics of Employment Rate of 
 College Graduates in Japan 
 
上 田 晶 美 
Akemi  UEDA 
 
 
＜要 約＞ 
本稿では、公的機関の行なっている以下の代表的な 3 つの大学生の就職率調査について検
討する。①「大学等卒業予定者の就職内定状況調査」（厚生労働省・文部科学省）、②「学校
基本調査」（文部科学省）、③各都道府県労働局の就職率である。①については厚生労働省担
当者に直接疑問点を尋ね、聞き取り調査を行った。 
世の中に官民併せ多くの就職率調査がある中で、これらの 3 つの調査を選び研究すること
とした理由は、国や都道府県の行うものとして信頼度が高く、新聞紙上などでもひときわ大
きく扱われ、国民への影響力が大きいだけでなく、国の就職対策の予算の根拠となっている
ものが含まれているからである。 
大学生の就職の現状は、1990 年代のバブル崩壊後、長期間にわたって厳しい状況が続いて
おり、我々、大学教育現場にいるものにとって、憂慮すべき課題となっている。若年者の就
職難は大学だけにとどまらない大きな社会問題であり、教育現場だけで解決できるものでは
なく、これまで以上に官民一体となった就職支援対策を講じることが必要であると思われる。 
そのためには、根拠となる「現状の把握」が不可欠であり、大学生の就職率を正確に調査
することが大前提になる。ところが、本稿でとりあげるこの 3 つの調査は、国の調査という
信頼度の高いものにも関わらず、また、同じ省庁が関与しているというのに、一見したとこ
ろ調査結果の数字は大きく食い違うものとなっている。調査対象の選び方やいわゆる「就職
率」の計算方法、特に調査ごとに計算式の分母がそろっていないことが主たる要因であると
推定できる。本稿では、これらの調査を有効活用できるものにするために、それぞれの調査
の調査対象の選び方や「就職率」の計算方法の特徴を検討した上で、大学生の就職支援対策
にとってより有効な調査とするための改善策を提案する。 
 
＜キーワード＞ 
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1 はじめに 
 
厚生労働省と文部科学省との合同で年に 4 回調査発表されている「大学等卒業予定者の就
職内定状況調査」（以下、「内定状況調査」と略称）について、長年疑問に思ってきた 1)。 
平成 23 年 5 月 24 日発表の「内定状況調査」では「大学卒業者の就職率は 91.1%（前年同
期比 0.7 ポイントの減。過去最低平成 12 年 3 月と同率）」（後に東日本大震災の被災地の数字
を含めて 91.0%に修正）とされたが、この調査を受けて、例えば、日本経済新聞は「大卒就
職率 最低の 91.1%」という報道を行った 2)。この就職難の時代にあって就職率が 9 割を超
えているという調査結果は、就職難に苦しむ学生を多く見てきた者の実感とはかけ離れた数
字である。しかも 9 割を超えているにも関わらず、過去最低であるとするならば、ますます
現場感覚とは乖離した数字のように思える。 
もしも 9 割という就職率を、現実を正確に反映した数字であると素朴にとらえるならば、
大学生は就職難とはいえないと考えるのが常識的であり、政府による特別な対策も必要ない
ということになるのではないであろうか。 
この調査発表は国からの発表のため、新聞の一面に掲載され、テレビのトップニュースと
して扱われる時間帯さえある、非常に影響力の強いものである。世相に大きく影を落とすだ
けでなく経済指標の一つとして重みを持つのも事実であり、国の施策決定にも用いられてい
る。ところが、仮に卒業時には最終的に 9 割もの学生が就職できるとするならば、大学生は
この不況の中、比較的恵まれていると考えられることから、国の対策は必要ない、と考えら
れても不思議ではない。 
これは当事者である大学生自身にも悪影響が考えられる。大学に入学した学生とその保護
者は「就職率 9 割」と聞けばもう就職は大丈夫と危機感なく気を緩める可能性がある。また、
大学に進学するか否かを迷っている受験生とその保護者にとって、就職率が 9 割という数字
は大学進学者の 9 割が就職できるものと単純に解釈され、大学への進学を決断する材料の一
つになっている可能性もある。しかし、9 割という就職率が文字通りに受け取れない数字で
あったならば、この数字は受験生のライフプランにも大きな影響を与えることになる。 
著者が指導する学生たちは就職活動に翻弄され、内定がとれず、苦しんでいる者の方が多
い。結局、就職が決まらず「無業者」として卒業していく者が後を絶たない現実を、我々は
毎年見ている。それにも関わらず、「内定状況調査」における就職率が 9 割となるのはいった
いなぜなのであろうか。この数字は大学生の就職状況の現状を正確に反映した数字なのであ
ろうか。また、この数字は、政府の政策、学生とその保護者、世論をミスリードする恐れは
ないのであろうか。 
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本稿では、以上のような問題意識に基づき、「内定状況調査」の調査方法を再検討した上で、
大学生の就職率に関するほかの二つの調査と比較しながら、その問題点を明らかにする。そ
の上で、「内定状況調査」をより現実に即した有効活用できる調査にするために、どのような
改善を加えればよいかについて、若干の提案を行う。 
 
 
2 「大学等卒業予定者の就職内定状況調査」(厚生労働省・文部科学省)の調査方法とその問
題点 
 
本章では、「内定状況調査」について、調査方法の概要を説明し、その問題点について検討
する。厚生労働省の担当者のヒアリングを含め、検証していく。  
 
2.1 「内定状況調査」の調査方法の概要 
この調査は厚生労働省と文部科学省の合同で毎年 4 回行われる。10 月 1 日、12 月 1 日、2
月 1 日、4 月 1 日時点で調査され、報道機関への発表はその翌月の中旬あたりに行われてい
る。例えば 2 月 1 日の調査結果は 3 月 15 日に発表される。発表は二つの省から別々に行われ
ており、発表数字は同じであるが、調査内容についての文章は別々に作成され、各省のホー
ムページに発表されている 3)。 
昨年 22 年度の発表数字を表にまとめると以下のようになる（表１）。 
 
表 1 平成 22年度「内定状況調査」で発表された内定率 
調査日 
内定率・就職
率 
前年比 大学卒業予定者 就職希望者 就職者数 
平成22年10月 1日 57.6% －4.9% 55 万 4 千人 41 万人 23 万 6 千人 
平成22年12月 1日 68.8% －4.3% 55 万 5 千人 40 万 5 千人 27 万 9 千人 
平成23年 2月 1日 77.4% －2.6% 55 万 5 千人 39 万 7 千人 30 万 7 千人 
平成23年 4月 1日 91.1% －0.7% 55 万 5 千人 37 万人 33 万 7 千人 
（備考）平成 22 年度「大学等卒業予定者の就職内定状況調査」（厚生労働省・文部科学省）報道発表
資料 10/1, 12/1, 2/1, 4/1 を元に作成。 
4/1 の数字は後に東日本大震災の被災地の数字を入れ、91.0%に修正。 
 
調査方法は以下のとおりである。 
・ 調査対象: 全国の大学、短期大学、高等専門学校、専修学校の中から、設置者や地域な
どを考慮して抽出した 112 校、6250 人。 
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・ 内訳: 国立大学 21 校、公立大学 3 校、私立大学 38 校、短期大学 20 校、高等専門学校 10
校、専修学校 20 校。 
・ 調査対象人員 6250 人の内訳: 大学、短期大学、高等専門学校併せて 5,690 人。専修学校
560 人。 
・ 調査方法: それぞれの大学、学校などで、所定の調査対象学生を抽出したのち、電話面
談等の方法により、性別、就職希望の有無、就職状況などにつき調査している。 
・ 就職率の定義：就職率（内定率）とは、就職希望者に占める就職者（内定者）の割合の
ことで、就職率（内定率）＝就職者（内定者）÷就職希望者。 
 
2.2 「内定状況調査」の調査方法の特徴と問題点 
本節では、前節でみた「内定状況調査」の調査方法を踏まえて、その特徴と問題点につい
て検討する 4)。 
① 政策の基本資料とするための速報性の重視 
「内定状況調査」の最大の特徴は、政府の政策立案に活かすことを第一の目標とした調査で
あり、そのため「厳密性」よりも「速報性」を重視し調査であるという点である。年間 4 回
の調査が行われているが、第一回目が 10 月 1 日になっているのは、企業の内定式が行われる
節目の日だからである。その後は経過を見るために卒業までを 2 か月置きに調査、速報とし
て発表していき、その都度政府の対策などに役立てる資料としている。この「速報性」とい
う点は大変重要であり、政府の対応策にタイムリーに生かすという目的の範囲内では、価値
ある調査になっていると思われる。逆に、この調査の目的を離れて、この調査結果を厳密に
現実を反映した調査だと考えると、以下に述べるような様々な問題が発生してしまうことに
なる。 
② 「速報性」を重視するがゆえの調査対象の少なさと抽出基準 
この調査は全校調査ではなく、対象とする機関を抽出しており 112 校と少ない。しかも、
各調査機関で全卒業者の調査をしているわけではなく、全体で 6250 人、1 校平均 56 人を対
象とした調査にすぎない。また、後にみるように、対象機関の選定、調査対象者の選定の両
面で無作為抽出などの統計的に厳密な手続きは取られていない。 
これは、調査した翌月発表するという速報性を大事にしているため、全校調査ではまとめ
るのに時間がかかることから、抽出検査としている。 
③ 「絶対水準」よりも「過去との比較」を重視した対象機関の抽出方法 
それでは、その大学の抽出方法はどうなのであろうか。 
大学を抽出するにあたっては、設置者（国公立・私立の別）と地域を考慮して選定されて
いる。これらの大学は調査をはじめた平成 9 年から変わっておらず、その大学名は公表され
ていない。したがって、調査対象機関の抽出方法の特徴やその問題点について厳密に分析す
ることはできない。しかし、国公私別の調査対象機関数については公表されているので、そ
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の限りでは分析は可能である。 
厚生労働省のホームページによれば、設置者別の調査対象機関数は以下のとおりである。 
国立大学    21 校 
公立大学      3 校 
私立大学    38 校 
短期大学    20 校 
高等専門学校  10 校 
専修学校    20 校 
計    112 校 
 この調査対象校の抽出方法に偏りはないのであろうか。学校名がわからないので地域につ
いては調べることはできないが、国公立大学と私立大学の区別がわかっているのでそれに着
目してみる。 
平成 22 年学校基本調査（文部科学省）によると、全国の大学の国立大学の割合は全体の
11%にすぎない。にも関わらず、この調査では、33.9%が国立大学となっている。国立大学の
割合がかなり多い。これは果たして全国的な平均値として正しい就職率を出せる比率であろ
うか。 
 文部科学省の発表資料には国公立大学の内定率と私立大学の内定率の別が出ている。 
文部科学省発表の平成 22 年度「内定状況調査」（12 月 1 日現在）によれば、 
全体  68.8%（昨年同期比-4.3） 
国公立大学  76.7%（-4.0） 
私立大学  66.3%（-4.2） 
となっている。国公立大学は私立大学に比べ、1 割以上就職率が高いことがわかる。 
国立大学は偏差値が高いと見なされる大学が多く、偏差値の低い大学というのはあまり見
られない傾向があるが、私立大学に関しては偏差値の幅が非常に大きい。特に地方で国立大
学と言えば、その地域のトップ校である場合が多く、当然、就職に有利な学生が集まってい
ると考えられるので、就職率が私立大学よりも高くなるのはうなずける。それにもかかわら
ず、抽出大学のうち国公立大学の比率を高くして全体を推計すると、当然、全体の就職率は
事実よりも高くなるであろう。 
 では、調査対象の歪みがあることが明らかな調査方法がなぜとられているのであろうか。 
この点について担当者に質問すると、「大学の抽出については変更する予定はない。変わらな
いことで、毎年、調査がスムーズに行える」ということであった。つまり、政策決定の材料
として使うという調査目的からすれば、短期間に円滑に調査が実施されることが優先され、
そのために調査の厳密さは犠牲にされざるを得ないのである。また、リアルタイムに政策決
定に活かすという目的からすれば、就職率や内定率が 80％であるか 90%であるかという絶対
水準よりも対前年度比でどれだけ就職状況が悪化しているか改善しているかが重要であり、
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その意味では過去との継続性を重視して調査対象機関を固定するということも正当化される
と考えられるのである。つまり、政策決定の材料として使うという調査目的からすれば、短
期間に円滑に調査が実施されることが優先され、そのために調査の厳密さは犠牲にされざる
を得ない。また、リアルタイムに政策決定に活かすという目的からすれば、就職率や内定率
が 80％であるか 90%であるかという絶対水準よりも対前年度比でどれだけ就職状況が悪化
しているか改善しているかが重要であり、その意味では過去との継続性を重視して調査対象
機関を固定するということが正当化されてきていると考えられるのである。 
④ 就職率算定の分母（就職希望者）の判断基準 
就職率は、就職者数÷就職希望者数によって計算される。この中の分母である「就職希望
者数」の算出の現状はどうなっているのであろうか。また、その算出方法に問題はないので
あろうか。 
抽出する「就職希望者」の規定について厚生労働省の担当者に確認したところ、特に細か
な規定はしていないという。その選定は大学の担当者に任せているということである。つま
り、進学希望者以外を就職希望者としているのか、進路が決まらないあやふやな者はどちら
に入れているのか、大学によってその基準はまちまちなのである。 
前出の表１にあるように 10 月 1 日に 41 万人いた希望者が少しずつ減っていき、4 月 1 日
には 37 万人にまで減っている。つまり 4 万人が就職を希望しなくなるということである。4
万人とは学生全体の約 1 割にあたる人数で、少なくない人数である。ここに大いに疑問を感
じる。就職を希望しなくなった 4 万人とはどういう学生なのか。 
考えられるのはその年の就職は諦め、卒業して次の年の就職を目指す、就職浪人。翌年大
学院に進学を希望し準備する者。または資格取得の勉強をする者。もしくは勉学も就職もど
うするかわからない者などである。彼らがそのまま卒業していくとなると、ニートまたはフ
リーターであり、無業者に分類せざるを得ないであろう。 
「内定状況調査」の最大の目的は、政府がリアルタイムに就職対策のための政策を実施でき
るようにすることであったはずである。そのため、速報性が大切であり、その意味で調査対
象の少なさや偏りという問題点を含むものとなるにも関わらず調査の意義は大きいものであ
った。しかし、おそらく速報性を重視するがゆえに「就職希望者数」の計算方法を調査対象
機関任せにしていることは、最も政府による対策を必要としている学生層（就職を諦め、就
職できなかった人、無業者）の姿を統計上の数字から消すことになってしまう。無業者にこ
そ対策が必要である。それにもかかわらずこれらの４万人を就職率の算出から引いて、分母
からはずしてしまうのはいかがなものであろうか。調査統計の目的自体が疑わしくなってく
るのではないだろうか。 
「就職希望者」という分母が減れば、就職率が上がるのは当然である。この途中から就職を
希望しなくなったとみなされる 4 万人は「就職活動がうまくいかずに諦めた人」である可能
性が高く、これらの学生を「就職希望者」から除外した結果として「就職率」が上がったと
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しても、それは大学生の就職状況を改善するという政策目的にかなったことといえるのであ
ろうか。むしろ、「内定状況調査」の目的から考えても、速報性を重視しつつも、「就職活動
がうまくいかずにあきらめた人」の状況を可能なかぎり詳細に捕捉し、その就職支援のため
の政府の政策に活かせる調査になるように改善することが必要であると考えられるのである。 
 
2.3 大学就職課担当者のヒアリング 
 そこで東京都内の私立大学の就職課担当者 A 氏に「就職率の発表の仕方」について、匿名
でということで話を聴いた。この調査の該当大学かどうかは不明である。 
 A 氏によると「本学の就職率の算出方法は、二種類あります。一つ目は、分母を卒業者か
ら進学者（大学院等）を差し引いた人数とし、分子を就職者とする方法。二つ目は、分母を
（就職者＋就職活動中）の人数とし、分子を就職者とする方法です」という。 
 外部に公表している内定率は、二つ目の算出方法によるということである。分母が減るの
で、当然その方が就職率は高く出てくる。 
この大学では、分母となる「就職希望者」の内訳を、就職（内定）した者と活動中の者と
とらえるということである。「今は就職活動をしていません」と学生が答えると就職希望者か
ら除外して、徐々に希望者は少なくなっていくと考えられる。就職が困難で途中から諦めて
しまった者や、進路を思案中の「この先どうしていいかわからない」「態度を保留している」
者は「就職希望者」には含まれていない可能性が高い。彼らこそ「無業者」となる確率の高
い学生である。その学生たちを除外して、内定率を出して良いものだろうか。 
この担当者の話がそのまま他の大学でも行われているかどうかは不明だが、就職希望者の
とらえ方の一つの答えと推測される。10 月時点では就職したいと活動していた学生が活動し
ても内定が出ず、疲弊して諦めてしまい活動を止めてしまったとすると、その学生が進路を
どう考えているのかに関わらず、現在活動中でなければ「就職希望者」には入れていない大
学もあると考えられる。それが 4 万人の「就職希望者」の減少の理由ではないだろうか。 
 
2.4 本章のまとめ 
本章では、厚生労働省・文部科学省の「内定状況調査」の調査方法とその問題点について
検討した。  
この調査の目的は政府の政策に反映させる資料とすることにあり、そのため速報性が重視
されている。そのため、調査対象の少ない抽出調査となっている。しかも、その抽出大学の
国公立と私立の割合が、全国平均よりも国公立が3倍となっており、はるかに国公立の比率が
高くなっているなどの歪みがある。しかし、これらの問題点は、速報性の重視という調査の
目的から正当化されるし、受け取り手が正確に認識していれば大きな問題とはならない。  
そこで、最大の問題点は分母となる「就職希望者」の内訳、とらえ方にあると考えられる。
10 月 1 日には「就職希望者」が 41 万人いたにもかかわらず、次第に減っていき 4 月 1 日の
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調査では 37 万人になっている。卒業に向かって内定者が増えることで内定率が上がっていく
のはわかるが、同時に分母である「就職希望者」が減っていくとなると、内定率の上昇は実
態以上に高いものになる。「就職希望者」が減るというのは就職をあきらめた人を除いていく
ことに他ならない。「内定状況調査」の目的が大学生の就職状況の現実を把握し、適切な政策
を実行するための調査であるとするならば、就職を諦めた人を除いた分母で就職率を計算し
て、果たして調査目的にかなった就職率の算出といえるのであろうか。むしろ、政策の実行
の材料としての速報性を維持しながら、就職を諦めた学生をうまく捕捉する調査にしていく
ことが必要だと考えられるのである。 
 
 
3 文部科学省「学校基本調査」の特徴 
 
厚生労働省・文部科学省の「内定状況調査」の改善の方向性について検討するための材料
として、本章では、文部科学省の「学校基本調査」について検討する。 
 
3.1 「学校基本調査」の調査方法の概要 
文部科学省によるこの調査は毎年一度、全国の全教育機関を対象に大規模に行われている。
これにより、学校数、学生数などの実態を把握し、教育行政が組み立てられる大切な調査で
ある。各学校への交付金などが決まるもので、厳密な回答が求められる。 
 この調査でも就職率が、発表されている。 
 調査の概要は以下のとおりである。 
⑴ 調査期日 平成 23 年 5 月 1 日現在 
⑵ 調査対象 幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学、
短期大学、高等専門学校、専修学校及び各種学校並びに市町村教育委員会 
⑶ 調査項目 学校数、在学者数、卒業者数、就職者数、進学者数等 
 8 月に速報が発表され、正式な発表は 12 月に行われる。本稿では 8 月 4 日に発表された速
報を使用する。 
 
3.2 「学校基本調査」にみられる「就職率」とその特徴  
「学校基本調査」の「大学(学部)卒業者 全体表」から平成 22 年度の卒業生の進路を抜粋
すると表 2 のようになる。 
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表 2 平成 22年度の大学卒業者生の進路 
卒業者 大学院進学者 就職者 
一時的な仕事
に就いた者 
進学も就職も
していない者 
不詳・死亡 
552,794 人 70,642 人
(12.8%) 
340,546 人
(61.6%) 
19,146 人
(3.5%) 
87,988 人
(15.9%) 
13,606 人 
( 2.5 %) 
 
つまり、全体の卒業者に対する就職率は 61.6%ということになる。 
計算式は   就職率 = 就職者÷大学学部卒業者  
この調査では、大学生を以下の 5 つの分類でとらえている。 
ａ．大学院等進学者 
ｂ．就職者 
ｃ．一時的な仕事に就いた者 
ｄ．進学も就職もしていない者 
ｅ．その他（不詳・死亡） 
 この調査に、「就職希望者」というくくりはない。本人の希望や可能性でなく、卒業後の進
路についての事実のみで就職率を出している。この調査は 5 月に行われ、卒業後であるため
こういう把握ができるのである。非常に明快で、信憑性が高いといえよう。 
 進学も就職もしていない者が 15.9%と大学院進学者をしのぎ、一時的な仕事についた者も
含めると 19.4%となり、フリーターおよびニートは 20%近くになる。不詳・死亡も含めると
21.9%と 2 割を超す。 
以上のように、「学校基本調査」は、「内定状況調査」のような速報性はないという限界を
もつものの、全体調査となっており、十分に捕捉されなかった「就職を諦めた人」の現状を
ある程度把握できる調査となっているのである。 
 
3.3 「学校基本調査」の問題点 
「学校基本調査」は、速報性には劣るものの、就職支援という観点から見て最も重要な「就
職したいと思っていたが就職を諦めた学生」を捕捉できるという大きな利点をもつ全校調査
である。しかし、「就職したいと思っていたが就職を諦めた学生」をより明確に捉えるという
観点からは、若干の改善すべき問題点があると考えられる。 
それは、「学校基本調査」においては大学院に進学した者までを「就職しなかった者」に入
れ、就職率に反映している点である。確かに大学院に進学した者は就職はしていないので、
就職者にはカウントされないであろう。けれども就職しなかった者 38.4%の中に含むのは疑
問である。「就職しなかった」とは単なる事実というよりも「就職できなかった」というニュ
アンスが強いからである。したがって大学院進学者を「就職しなかった者」にカウントする
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ことは事実の認識としては正しいかもしれないが、少し違和感を覚える。また、大学院進学
者を「就職しなかった者」に入れることによって、「就職したいと思っていたが就職を諦めた
学生」の数と比率が見えにくくなってしまうという問題点があるのである。 
 以上の観点からすると、大学院進学者を全体から引いた人数を分母として計算した数字も
併せて公表することが望ましい。 
就職率＝就職者 ÷（卒業者－大学院進学者） 
である。 
この計算式によると、就職率は 70.6%になる。 
以上、文部科学省「学校基本調査」によれば平成 22 年度の就職率は 5 月 1 日現在で 61.6%。
大学院進学者を除けば、70.6%となる。この数字については、かなり実質に近いものになつ
ていると思われる。 
 
 
4  都道府県労働局の就職率調査の概要と特徴 
 
 次に、厚生労働省の管轄下にある各都道府県の労働局の調査について検討する。その一例
としてこの章では埼玉県の例を取り上げる。 
 
4.1 「埼玉労働局 就職率調査」の概要 
各都道府県の労働局は毎月、ハローワークを通じて失業率や求人倍率を調査・発表してい
る。その中で、大学生の就職率を調査している。 
 例えば埼玉労働局では、平成 23 年 6 月 31 日に 4 月 1 日現在の県下の大学 39 校中 35 校の
状況をまとめ、発表した（以下、「労働局調査」と略称 5））。 
 ここには 2 種類の数字が発表されている。 
 大学生全体に対する就職率 62% 
  就職希望者に対する就職率 82.1% 
 
表 3 埼玉県下の大学の就職率（埼玉労働局調べ） 
卒業者 就職希望者 内定取得者 内定取得せず 就職を希望せず 
2 万 806 人 1 万 5721 人
(75.6%) 
1 万 2905 人
(62.0%) 
2816 人 
(13,5%) 
5085 人 
(24.4%) 
 
 また、「自主留年を選んだ学生の数は反映されていないので、実際の就職率はもっと低いと
みられる」と添えられている。 
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4.2 「労働局調査」の特徴と問題点 
 この調査においては二種類の数字を発表しているという点が極めて優れている。「大
学生全体に対する就職率」という「学校基本調査」と共通の指標を出していることで、
全国平均との比較が可能である。 しかも速報性があり、リアルタイムの政策のための資
料とすることもできる。 
ただしここでも「就職希望者」というカテゴリーが存在する。就職を希望しない者に含ま
れるのは大学院に進学した者だけなのか、それとも態度を保留している者も含まれるのかは
明らかではない。埼玉県下の各大学がどのような基準で「就職希望者」を把握し申告してい
るかは不明である。大学生全体に対する就職率は全国平均 61.6%という「学校基本調査」の
結果とほぼ一致している。ところが、「就職希望者」に対する就職率となると、全国平均との
比較は難しい。筆者の計算方法で大学院進学者を除いた就職率、全国平均 70.6%と比べると、
埼玉県の就職率 82.1%はかなりよいと判断される。 
 全国平均よりは良いとしても、就職率 82.1%ということは残りの約 2 割の人は就職できて
いないということであり、その事実は深刻である。その 2 割の者への対策が必要になってく
る。 
 そこでこの調査を元に、埼玉県では大宮駅前に「埼玉新卒ハローワーク」を設置して既卒
者の対応に努めている。大学の就職部は在学生の対応に追われがちで既卒者の対応まで手が
回らないところをサポートするということである。 
 こうした各県ごとの取り組みは、よりきめ細かな学生への対応として、非常に有効なもの
である。しかしながら、県の状況を全国平均と比較できればもっと説得力のある効果的な対
策ができるのではないであろうか。全国と各都道府県を比較検討するためにも、同じ基準に
基づいた調査が行えることが望ましいと考える。 
 以上この章では、各県調査の埼玉県の例について検討した。きめ細かな対応のためにも、
各県の調査は重要であるが、それを全国の調査と照らし合わせてみるためにも、厚生労働省・
文部科学省の「内定状況調査」と調査基準を統一することが必要と考えられる。 
 
 
5 まとめ 就職率調査の新しい基準づくりの提案 
 
 以上の「内定状況調査」「学校基本調査」「労働局調査」の三つの調査を比較検討し、就職
率調査の新たな基準作りの提案をまとめたい。 
 
5.1 「内定状況調査」についての提案 
 速報性を大切にするための抽出調査として機能するためには、国公立と私立大学の割合を
見直すことを提案する。 
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次に、分母の「就職希望者」について述べる。「就職希望者」のとらえ方が最も大きな課題
と考えるからである。もしも、平成 22 年度の内定率の分母を学生数として計算するとどうな
るであろうか。 
内定者÷学生数 
平成22年10月1日    42.5% 
平成22年12月1日    50.2% 
平成23年 2月1日    55.3% 
平成23年 4月1日    60.7% 
となる。「内定状況調査」の 4 月 1 日現在の数字 60.7%と「学校基本調査」の 5 月 1 日現在の
61.6%を比較するとかなり近い数字になっている。1 か月のタイムラグがあることと、抽出検
査の不確実性はここでは問題にしない。 
 それなのに、なぜ「内定状況調査」では 91.1%という数字を発表しているのか。60.7%と発
表することもできるのではないであろうか。 
 この「内定状況調査」は社会的に影響力の大きいものである。しかも「内定状況調査」と
「学校基本調査」では両方に文部科学省が関わっている。是非、「就職希望者」に対する比率
だけでなく、学生数全体に対する比率を公表してもらいたい。「就職率 60.7%過去最低」とい
う見出しになれば、国民感覚にも近いものになるはずである。これならば大学の就職指導関
係者が見ても、実態に近いと感じられる数字なのではないであろうか。ただし、この分母に
は大学院進学者が含まれている。 
そこで、できれば「就職希望者」について、新しい基準を決め、「就職希望者」に対する比
率を従来とは違う計算で調査し発表してほしい。 
 それは、「就職希望者＝学生数—大学院進学希望者」とすることである。 
 それも「希望」という名前はいかにもあいまいで主観的な表現で様々なニュアンスを含む
ため、とり止めとし、「就職予定者」とすることを提案する。 
 すなわち、大学生の進路を大きく二つに分類する。「大学院等進学予定者」と「就職予定者」
である。大学院に進むと明確に希望している者以外を「就職予定者」と分類し、それを分母
に就職率を出すということである。一時的な仕事に就いたり、または全く仕事がなく、進路
について迷っている者、浪人して大学院を受ける可能性のある者など、調査時点で正式な就
職をしていない者を、すべて「就職予定者」に入れて計算してはどうだろうか。 
 大学生の分類を整理すると 
       イ. 大学院進学予定者 
     ロ. 就職予定者  b．就職者 
c．一時的な仕事に就いた者 
d．進学も就職もしていない者 
e. 不明 
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 イとロ、この二つの分類について、それぞれの比率を出すことを提案する。 
 こうして統一すれば、「内定状況調査」の速報調査とも「学校基本調査」の全国調査とも互
いに整合性がとれ、実質的な就職対策の施策に生かせる調査となるのではないだろろうか。 
この「内定状況調査」について、今後、調査の仕方を変えると、今までの調査との経年変
化が見られなくなるのではという懸念があると思うが、その点は問題ない。 
この二つの内定率は、これまでの発表のものから計算できるものである。過去に遡って内
定率を算出できるので、前年比を出すこともできる。 
過去 5 年間の新・内定率を「内定状況調査」の数字から引いて計算してみたところ、充分
に経年変化を見ることができる。 
 
表 4 過去 5年間の「内定状況調査」の新・内定率表 
 
10 月 1 日内定者 12 月 1 日内定者 2 月 1 日内定者 4 月 1 日内定者 
  内定率イ 内定率ロ 内定率イ 内定率ロ 内定率イ 内定率ロ 内定率イ 内定率ロ 
平成 18 年
2006 年 
50.60% 57.80% 58.40% 66.80% 66.20% 75.70% 67.10% 76.80% 
平成 19 年
2007 年 
53.30% 70.30% 61.50% 70.30% 65.40% 74.30% 69.00% 78.80% 
平成 20 年
2008 年 
54.00% 61.80% 60.70% 69.30% 64.30% 73.50% 67.60% 77.30% 
平成 21 年
2009 年 
47.90% 55.00% 53.90% 62.00% 57.90% 66.50% 61.40% 70.60% 
平成 22 年
2010 年 
42.50% 48.80% 50.20% 57.60% 55.30% 63.40% 60.70% 69.60% 
（備考）内定率イ= 内定者÷卒業予定者 
内定率ロ= 内定者÷就職予定者 
    就職予定者とは卒業予定者－大学院進学予定者 
 
5.2 「学校基本調査」についての提案 
この調査は大学生に関する最も信頼できる全国，全校調査である。 
この調査では、今まで学生数全体に対する就職率を出してきたが、新しく「就職予定者」
（卒業者－大学院進学者＝就職予定者）に対する比率も併記して出すことを提案する。 
 
5.3 都道府県「労働局 就職率調査」についての提案 
都道府県単位の就職率調査はよりきめ細かい施策のために有効な調査である。しかし、現
在は全国平均との比較ができにくい状況である。 
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同じく「就職希望者」について再度見直し、その他の調査と同様の基準で「就職予定者」
を算出し、その就職率を調査して「内定状況調査」、「学校基本調査」と比較検討できるよう
にすることを提案する。 
 
 
6 おわりに 
 
就職率の調査においては、分母のとらえ方が学生数全体なのか、「就職希望者」なのかで数
字は大きく変わる。現在の調査では「就職希望者」の中身がどうなっているのかがあいまい
で、信憑性を疑う結果になっているものがあることがわかった。そこで「就職希望者」とい
うとらえ方を止め、「大学院進学予定者を除いた者」を新たに「就職予定者」と名付けること
を提案する。そして、「学生数全体」に対する内定者の比率と、「就職予定者」に対する比率
を「内定率・就職率」として、その両方を調査発表してはどうであろうか。その二つを共通
基準として、どの省庁の調査でも都道府県単位でも使用することを提案する。 
この新しい計算方法による新・内定率調査によって、政府や各大学の就職担当者、教員が
対策を練りやすくなり、連携して就職率の底上げを図っていければと切に願ってやまない。 
 
 
注 
1) この調査は、毎年 10 月 1 日現在、12 月 1 日現在、2 月 1 日現在、4 月 1 日現在の調査結果が公表
されており、10 月、12 月、2 月の調査は「大学等卒業予定者の就職内定状況調査」と言う名称で、
4 月の調査は「大学等卒業予定者の就職状況調査」という名称になっている。これらの調査は対象
者は同じであるが、前者では卒業前のため「卒業予定者の就職内定状況」とし、後者では 4 月で卒
業後にあたるため、「卒業者の就職状況」と示されている。本稿では厚生労働省のホームページの
表記に従い、「大学等卒業予定者の就職内定状況調査」と呼び、以下「内定状況調査」と略称する。 
2) 『日本経済新聞』2011 年 5 月 25 日版を参照。 
3) 厚生労働省ホームページ若年者雇用対策関係 報道発表資料一覧 
http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou/jakunensha-houdou.html#lst02 を参照。 
4) 本章の執筆にあたっては、労働省職業安定局 派遣・有期労働対策部 若年者雇用対策室、担当者
からヒアリングを行った。 
5) 埼玉労働局ホームページ 
http://saitama-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/news-topics/houdou/2011/press20110531145917.html を参照。 
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